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 CRA の基準では超低所得とは 31-50%の地域所得中位値（Area Median Income：以下 AMI）、
低所得とは51-80%の AMI、中所得とは81-120%の AMIと定められている注4)。CRAの基準では、
2007 年時点の 2人家族の場合、超低所得とは世帯の年収が$17,751 から$29,600、低所得と
は世帯の年収が$29,601 から$47,350 を指す注5)。 
 
（８）住戸密度（Housing Density） 
 住戸密度は単位敷地面積に対する住戸の数を表す。一般的には 1 エーカー（acre）当た
りの住戸数によって表わされる。ロサンゼルス市ゾーニング・コードにおいて住戸密度は
１住戸当たりの敷地面積を平方フィート（square feet, Sq.Ft., SF 等と記す）によって表





出所：Building Healthy Communities 101, 「表ならびに図の出典」参照 
図 1 住戸密度 
 
 
（９）住戸タイプ (Unit Type) 








































































注 1) HUD：Mixed-Income Housing and the HOME Program 2003, p.4 
注 2) 本論文ｐ.8 用語の定義（２）を参照。 
注 3) Congressional Budget Office, Current Housing Problems and Possible Federal 
Responses, December 1988, p.8  
注 3) 市場価格住宅とは所得及び家賃制限のない一般向け住宅を示す。アメリカではアフォ
ーダブル住宅に対する用語として一般的に使用されており、本論文でも同様に使用した。 
注 4) CRA：CRA Housing Policy, August 4, 2005, pp.7-8 





1) サスキア・サッセン, 田淵太一 原田太津男 尹春志 訳：グローバル空間の政治経済学 
都市・移民・情報化, 岩波書店, 2004.12 





4) 岡田徹太郎：アメリカ住宅政策における政府関与の間接化とその帰結, The Institute of 
Economic Research, Working Paper Series, No.37, 香川大学, 2001 
5) Paul C. Brophy and Rhonda N. Smith: Mixed-Income Housing: Factors for Success, 
Cityscape, Volume 3, No.2, pp.3-31, 1997 
6) Alex Schwartz and Kian Tajbakhsh: Mixed-Income Housing: Unanswered Questions, 
Cityscape, Volume 3, pp.71-92, No.2, 1997 
7) Deborah L. Myerson：Marketing, Managing, and Maintaining Mixed-Income Communities, 
the 2008 ULI/Charles H. Shaw Forum on Urban Community Issues, 2008.10 
8) Diane L. Houk, Erica Blake, Fred Freiberg：Increasing Access to Low-Poverty Areas 
by Creating Mixed-Income Housing, HELP USA INC., pp.52-56, 2007.6 
9) National Housing Law Project：False HOPE, A Critical Assessment of the HOPE Ⅵ 
Public Housing Redevelopment Program, 2002.6 
10) Jerry J. Salama：The Redevelopment of Distressed Public Housing：Early Results 
from HOPE VI Projects in Atlanta, Chicago, and San Antonio, Housing Policy Debate, 
Vol.10, Issue 1, Fannie Mae Foundation, 1999 
11) Brent W. Ambrose and William Grigsby：Mixed-Income Housing Initiatives In Public 
Housing, Samuel Zell and Robert Lurie Real Estate Center, Wharton School of Business 
University of Pennsylvania, 1999.1.19 
12) 西田裕子：Ⅳ 住宅政策, 現代の都市法 ドイツ・フランス・イギリス・アメリカ, 東



































































































































































（1）日本 4)5)  
戦間期（1914～1945 年） 
1918 年 大阪市、東京市で市営住宅建設、東京市では市営住宅設計方針を 1918 年 7 月に東
京市会で可決した。 
1922 年 住宅組合法が公布され、持家を建設したいとする 7 人以上のメンバーからなる組
合に建設資金を低利融資する。1921-34 年の間に住宅組合に 7400 万円融資され、
約 3 万 5 千戸の住戸が建設された。 
1924 年 財団法人同潤会が設立。設立当初は被災者向け木造住宅建設を行ったが、復興後
の 1925 年からは時代の先端をいくモデル集合住宅として RC 造アパートメント
を建設。 
1925 年 当時北海道帝国大学教授であった森本厚吉が私財を投じて設立した文化普及会に
よって日本で最初の RC 造共同住宅である、御茶ノ水文化アパートが建設された。 
1941 年 低所得者向け住宅は政府が直接、供給すべきという考え方のもと、内務省社会局
が都市の労働者住宅供給を進めるため住宅営団を設立し、6 年間で 30 万戸の住宅
を計画。 
 
第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
□戦災復興 
1945 年 戦災復興院設置。 
1946 年 住宅営団閉鎖。 
22 
1948 年 建設省設置、戦災復興院を改組。 
□制度創設期 
1950 年 住宅金融公庫法、住宅を建設・購入するものに長期・低利の資金を融資した。 
1951 年 公営住宅法、地方公共団体による公営住宅建設が始まる。 
1955 年 日本住宅公団法、都市人口の増大に対して政府機関による住宅供給が必要である
として 1955 年に日本住宅公団が設立。住宅供給体制の 3本柱が確立。 
□公共住宅の大量供給 
1966 年 住宅建設計画法が制定、国・地方公共団体だけでなく、民間住宅建設を含む総合
的な住宅建設 5 カ年計画が閣議決定された。 
□量から質へ 
1973 年 全ての都道府県で住宅総数が総世帯数を上回り、「1 世帯 1 住宅」が達成、戦後
20 年間の住宅不足が解消された。 
□居住ニーズの多様化 
1981 年 第 4 期住宅建設 5 カ年計画、住環境水準を設定した。 
1986 年 第 5 期住宅建設 5 カ年計画、平均居住水準の達成、誘導居住水準を設定した。 
□住宅政策体系の再編 











第 1 次世界大戦前（～1914 年） 
1867 年 テネメント住宅法、アメリカにおける最初の住宅建築規制（ニューヨーク）。 


























1987 年 バウチャーの恒久化、補助住宅の繰り上げ償還問題への対応を試行。 
1990 年 HOME 投資パートナーシップによるブロック・グラント、民間非営利組織への
支援が本格化。HOPE プログラムによる公共住宅の売却施策。連邦補助を申請す
る州・地方政府は包括的住宅アフォーダビリティ戦略の策定が義務化。 

























1915 年 家賃・抵当利子制限法により民間借家の家賃を第一次大戦開始時点のレベルに凍   
結。 





第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
□公営住宅の「大衆化」 











1956 年 住宅法、大蔵省補助金をスラム・クリアランスと高齢者住宅に限定。 
□持家の普及、公営住宅の「残余化」 








1980 年 住宅法、公営住宅の入居者への払い下げ。 
1979 年～1985 年 持家の貧困世帯（最下 5 分位）は 44％から 29％へと低下、公営住宅の
貧困世帯は 43％から 57％へと上昇した。 
1980 年代中頃 ホームレスが増大。 
1982 年 民間借家への家賃補助。 
1988 年 住宅法、すべての民間賃貸とハウジング・アソシエーションに公正家賃にかわっ
て市場家賃を導入。その影響として家賃の上昇が起こった。 
1988 年 公営住宅の大規模自主的移管（LSVT）。 
1990 年代 住宅の自由市場化。 








第 1 次世界大戦前（～1914 年） 
□民間非営利組織による住宅建設 
1890 年 低廉住宅協会の設立、民間による住宅供給。 
□住宅供給への公共介入 
1912 年 ボヌヴィ法で低廉住宅公社の設立。 










第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
□戦後の深刻な住宅不足 












1950 年代後半 社会住宅が飛躍的に増加。 






















第 1 次世界大戦前（～1914 年） 
□公益住宅企業の誕生 
1848 年 ベルリン公益建設会社、市の縁辺部で住宅建設。 
1862 年 シュタインベルト住宅建設協同組合、戸建分譲。 
1867 年 プロイセン政府、公益住宅企業に税優遇等。 
1890 年～1910 年 急速な工業化段階において都市への若年労働者の大量流入、婚姻による
世帯形成と高い出生率が住宅需要増大の要因になった。 
1900 年頃 公益住宅企業に公的融資。 
 
戦間期（1914～1945 年） 




1920 年 住宅不足法、自治体に住宅局設置を義務付け（強制的住宅割当て制度の実施）。 
1922 年 全国家賃法、第一次大戦前に建設された住宅に対する家賃凍結。 
1923 年 借家人保護・賃貸借関係仲裁所に関する法律、家賃統制の無期限延長。 
家賃統制によって家主の住宅修繕や新規建設の阻害要因となり、住宅ストックの
老朽化が進行した。 
1924 年 第 3 次租税窮乏令、これによって導入された「家賃税」によって大量の公的資金
が住宅部門に投入された。 
□社会住宅の「大衆化」、公益住宅企業の発展 
1919 年～1929 年 公益住宅企業、住宅協同組合が 2000 組織から 4000 組織に急増。 
1919 年～1929 年 この時期の住宅政策は広範な住民層に対する住宅供給の改善であり、社
30 
会の最貧層向けの政策ではなかった。 
1940 年 ナチス政権、公益住宅企業を再編、戦後の住宅建設を準備。 
 
第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
戦後占領軍により家賃統制、強制住宅割当てが行われていた。 








1960 年 家賃補助・負担補助供与法、住宅手当制度開始（対物助成から対人助成へ）。 
1965 年 第 1 次住宅手当法、住宅手当の支給資格の拡大。 
1967 年 第 2 次住宅建設法改正、逓減的助成制度・「第二助成」方式の導入と持家促進政
策の推進。一方で、低コストの社会住宅の減少、家賃上昇等の問題を生んだ。 
1960 年代～70 年代 大規模団地で若年層、失業者、外国人などの特定集団の集中が進み、
大規模団地の空室率が増大。 

































表 1-3 日本、アメリカ、イギリス、フランス、ドイツの住宅政策 





































































































 日本の住宅政策は第 2 次大戦後の住宅不足に対し、1950 年代から本格化する。そして
1960 年代に急速な経済復興とそれに伴う都市への急速な人口流入が起こる中、住宅建設計
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戸の公共住宅の建設権限が付与されたが、1950 年は 75,000 戸、1951 年は 50,000 戸、1953
39 


























表 2-1 1960 年代のアメリカの低中所得者向け住宅政策 
低利融資 利子補給 家賃補助 建設費補助
1959 中所得高齢者向け住宅 202 ○
1961 中所得世帯向け賃貸住宅（市場金利以下プログラム） 221（D）（3） ○
1965 家賃補給 101 ○
1965 借上げ公共住宅 23 ○
1967 ターンキー方式 ○
1968 低中所得世帯向け賃貸住宅（利子補給） 236 ○


















民間を活用した低中所得者向け住宅助成の拡充は 1968 年住宅・都市開発法（Housing and 
Urban Development Act of 1968）で顕著になった。1967 年に設立された大統領都市住宅委
員会（President’s Committee on Urban Housing: 以下、カイザー委員会）で、貧困層の
住宅問題の発生原因は安価で良質な住宅のストック不足にあり、そのため制度的要因を除
去し民間による効率的な住宅生産を促進すること、連邦政府補助を拡大することが勧告さ
れた。そして 1968 年住宅・都市開発法において 10 年間で 2,600 万戸（2,600 万戸の内 600




都市開発法の住宅建設目標は 1971 年から 1972 年にかけての住宅ブームの影響もあり、連



































































表 2-2 アメリカの低中所得者向け住宅政策 
 
戦間期（1914～1945 年） 
1933 年 公共住宅（Public Housing）の供給開始。 
1934 年 全国住宅法、連邦住宅庁による住宅モーゲージへの公的保証の供給。持家政策の
本格化。 
1937 年 連邦住宅法（Federal Housing Act of 1937）、公共住宅の制度化。 
 
第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
1949 年 連邦住宅法（Federal Housing Act of 1949）、スラム除去を目的とした都市再開
発事業の創設。 
1954 年 免税債（Tax Exempt Bond）、税法（Tax Code）の一部として確立。 
1959 年 セクション 202 
1961 年 セクション 221(ｄ)(３) 
1965 年 住宅都市開発省（US Dept. of Housing and Urban Development: HUD）の設立。 
         セクション 101 
            セクション 23 
1968 年 セクション 236 
1973 年 すべての連邦補助事業の中断（モラトリアム：moratorium）。 
1974 年  住宅コミュニティ開発法（Housing Community Development Act） 
セクション８（新規建設・大規模修復等の建設補助を含む） 
□新自由主義政策 




1986 年 税制改革法（Tax Reform Act）、低所得者用住宅税額控除（Low Income Housing Tax 
Credit：LIHTC）の時限的導入。 
1993 年 統合予算調整法（Omnibus Budget Reconciliation Act）、LIHTC の恒常的制度へ
の改編。 



























 1930 年代  
1937 年合衆国住宅法が制定され、1930 年代後半に公共住宅建設がはじまった。全米初の
公共住宅 Atlanta's Techwood Homes が 1936 年、Clark Howell Homes が 1940 年に建設
された。初期の公共住宅は一時的な低所得労働者家族用住宅だったが、徐々に長期滞在者
が増え、その結果、長期滞在型公共住宅に立法化された。1930 年代後半から 1960 年代半
ばまでの連邦の多くの公共住宅は大規模で高密度な住宅だった。  
 











 1970 年代  
1973 年当時のニクソン大統領が公共住宅開発を民間部門に移行するため、“ニクソン・モ
47 






 1980 年代  
1980 年代には公共住宅は荒廃、スラム化し、それが社会問題となった。公共住宅に代わ
る救済策としてミックスト・インカム住宅が注目された。1989 年連邦議会は、極めて荒廃
した公共住宅の対策委員会（National Commission on Severely Distressed Public Housing）
に対して 2000 年迄に、荒廃した公共住宅を根絶するための国家行動計画（National Action 
Plan）の提案を課した。委員会では公共住宅の最大の失敗が貧困の集中だったと結論付け、
その提言により 1993 年、荒廃した公共住宅を再生させる際に所得階層が混合したコミュニ
ティづくりを目指す HOPE VI プログラムが創設され、ミックスト・インカム住宅が荒廃し
た公共住宅に代わるアフォーダブル住戸供給手法として浮上した注1）。 
 
 1990 年代  




1993 年以降 HOPE VI によってミックスト・インカム住宅が全国的に注目された。そ
して連邦議会と HUDによる荒廃した公共住宅改善策 HOPE VI を使って 1996年に初めて








































Atlanta Housing Authority(AHA)は民間営利開発業者のIntegral Group, LLCとMcCormack 























St. James Terrace Apartmentsは1985年のヨンカーズ公共住宅と学校の人種差別を廃止
する裁判命令で建てられた４つのミックスト・インカム住宅のうちの１つで、ヨンカーズ
市から住宅開発を委託されたウエストチェスター郡の非営利ハウジング組織である住宅推








St. James Terrace Apartmentsのうち50％（32戸）が市場価格住戸、10％（7戸）が40％
AMI、20％（13戸）が41-50% AMI、10％（6戸）が51-60% AMI、10％（6戸）が61-80% AMIの
市場価格と４つの所得階層に賃貸され、アフォーダブル住戸は建物内で分散配置されてい
る。アフォーダブル住戸は裁判所命令で元ヨンカーズ公共住宅住人に貸し出され、市場価












Companyと非営利組織である BRIDGE Housing Corporationが80％AMI以下の所得層の住民を
対象に建設した全260戸のミックスト・インカム住宅である。同じ敷地には第１期として先
























































































































表 2-1：文献 2, p.80、第 1表から賃貸に関連する部分を抜粋した。セクション番号とはそ
の事業が規定されている住宅法の条項番号。「中所得世帯」とは、低家賃公共住宅の所得
上限は超えているものの、民間市場での住宅購入の困難な所得層世帯を指す。 
表 2-2：文献 6, 表 12 を主に参照した。 
 
注 
注 1) HUD: Mixed-Income Housing and the HOME Program 2003, p.4 
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ンター業務改善地区（Los Angeles Downtown Center Business Improvement District：以
下 DCBID）、ロサンゼルス市住宅部（Los Angeles Housing Department：以下 LAHD）、住宅
都市開発省（U.S. Department of Housing and Urban Development：以下 HUD）、カリフォ
ルニア州税額控除配分委員会（California Tax Credit Allocation Committee：以下 CTCAC）、
カリフォルニア州債務制限配分委員会（California Debt Limit Allocation Committee：
以下 CDLAC）、ロサンゼルス市コミュニティ再開発公社（Community Redevelopment Agency of 
the City of Los Angeles：以下 CRA）、NPO であり CDC として知られているスキッド・ロウ








































出所：City of Los Angeles, Department of City Planning, 「表ならびに図の出典」参照 






























ロサンゼルス市の人口は 1850 年以来増加を続け、2000 年現在 3,694,820 人となる。人種
の構成は白人46.9％、黒人11.2％、インディアン0.8％、アジア人10％、太平洋諸島系0.2％、
混血 5.2％、その他 25.7％となる。また人口の 46.5％はヒスパニック・ラテン系、29.8％
はヒスパニック・ラテン系でない白人となり、ロサンゼルス市はヒスパニック・ラテン系
の割合がカリフォルニア州全域の中で高い。 














ユース条例（Adaptive Reuse Ordinance）注 8)が施行されたため、セントラル・シティの商
業、工業地域で住宅が建設可能となり、多くの市場価格住宅が建設された。そしてロフト
（倉庫建築）ブームなどもあり、市場価格住宅に多くの高所得層が流入した注9)。図 3-3 よ



































出所：Downtown Loa Angeles Housing Information, 2007 Q2、「表ならびに図の出典」参照 
図 3-4 ダウンタウンの住戸数 
 




































リージョナル・センターは、その容積率が 150％から 600％で 6～20 階の建物により特徴づ
けられている。 





















































































セントラル・シティの商業地域は 827 エーカー（3.347 ㎢）で、ファイナンシャル・コア
に集中している。また小売はヒストリック・コア、オフィスはバンカー・ヒルに集中して
いる。工業地域は 874 エーカー（3.537 ㎢）で、セントラル・シティ・イーストに衣類の卸
売、玩具・電気メーカー、花卸売、食品加工等の工場が集中している。住居地域は主にセ
ントラル・シティ・イースト、サウス・パーク、バンカー・ヒル、リトル・トーキョーに













































































































図 3-7 セントラル・シティ・ウエスト 
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3-3 ロサンゼルス市の住宅問題 
1999 年 9 月に全国低所得住宅連合(National Low Income Housing Coalition)は全米で住
民が直面している深刻なアフォーダビリティの危機を報告した。ロサンゼルス市ではこれ
を受けて直ちに市議会によって結成されたロサンゼルス住宅危機作業部会(Los Angeles 
Housing Crisis Task Force) が、ロサンゼルスにおけるアフォーダビリティの危機を報告







週 100 時間以上働かなければならない。 
 
（２）市のアフォーダブル住宅へのニーズはセクション８の家賃補助に登録した世帯数が
指標となる。市の全世帯の約 10％にのぼる 153,000 世帯が家賃補助に登録している
が、この中で現在セクション８（有資格証書方式とバウチャー方式）による補助を












（４）市の全住戸数 130 万戸の住宅ストックの約 30％に当たる 372,000 戸は狭隘の問題が
あり、その内 102,000 戸は深刻な問題があるとされた。過去 10 年間に市の人口が




エーカー（1,214ｋ㎡）の土地総面積の 42％に当たる 124,822 エーカー（505ｋ㎡）
が住居地域となっている。この住居地域の 84％にあたる 104,884 エーカ （ー424ｋ㎡）
は一戸建て住宅に利用されている。そして残りの 16％にあたる 19,938 エーカー（81
ｋ㎡）が分譲住宅を含む集合住宅に利用されている。つまり集合住宅に住む 230 万































切れ問題と呼ばれている。表 3-1 から市における全てのアフォーダブル住戸 53,365 戸の内、
2000 年までに 23,238 戸が期限切れで失われてしまったことが分かる。この中で連邦住宅庁
(Federal Housing Administration)のセクション 221(D)(3), 236(J)(1)によって資金援助
されたアフォーダブル住戸数が特に多く、2005 年までにそれらのほとんどが期限切れにな
ると算定された。1960 年代の住宅政策は表 2-1 に示した。広域機関である南カリフォルニ
ア連合政府 (Southern California Association of Governments)によると市のアフォーダ
ビリティを改善するために 1998 年から 2005 年の 7.5 年間に新規住宅が 60,280 戸（年間
79 
8,000 戸）必要であり、その内アフォーダブル住戸は年間 3,787 戸が必要であった 19)。そこ
で市は 1998 年から 2005 年にアフォーダブル住宅建設促進のための資金を年間
$100,000,000 計画し、2002 年にアフォーダブル住宅信託基金（Affordable Housing Trust 




インカム住宅に注目した。1998 年から 2005 年までのゼネラル・プランの住宅エレメント
（General Plan Housing Element）21)ではミックスト・インカム住宅についての記述はなか

















表 3-1 ロサンゼルス市におけるアフォーダブル住戸の期限切れ 
主要なプログラム
セクション202/811 638 345 222 527 0 1,732
セクション207 543 0 0 0 0 543
セクション221(D)(3) 3,585 21 0 0 0 3,606
セクション221(D)(4) 949 458 0 0 80 1,487
セクション231 26 0 0 0 0 26
セクション236(J)(1) 10,296 75 0 344 160 10,875
市の債券 1,330 679 624 1,545 188 4,366
CDBG 0 380 64 746 2,234 3,424
CHFA 0 0 0 555 39 594
CRA 2,494 379 1,481 6,682 779 11,815
密度割増 57 38 24 82 1,304 1,505
HOME 338 188 109 1,068 1,063 2,766
土地利用 163 38 0 28 676 905
セクション8-新築 1,491 2,120 757 757 0 5,125
セクション8-その他 1,197 821 558 490 1,305 4,371
その他 131 3 0 75 16 225
合計 23,238 5,545 3,839 12,899 7,844 53,365

















表 3-2 カリフォルニア州とロサンゼルス市の住宅政策 
1945 年 カリフォルニアコミュニティ再開発法（ California Community 
Redevelopment Law）施行（1951 年改定） 
1948 年     ロサンゼルス市コミュニティ再開発公社（Community Redevelopment 
Agency of the City of Los Angeles：CRA ）設立 
1978 年   カリフォルニア州提案１３号（Proposition13）による固定資産税の切り
下げ 
1985 年         カリフォルニア州債務制限配分委員会（California Debt Limit Allocation 
Committee：CDLAC）設立 
1995 年     ロサンゼルス市のアフォーダブル住宅インセンティブ・プログラム
（Affordable Housing Incentive Program） 
1999 年     ロサンゼルス市のアダプティブ・リユース条例（Adaptive Reuse Ordinance） 
 















図 3-1： City of Los Angeles, Department of City Planning, Community Plans,  入手
先〈http://cityplanning.lacity.org/〉, (参照 2010-10-12) 
図 3-2：文献 4-11 から筆者が作成。 
図 3-3：City of Los Angeles, Department of City Planning, Statistical Information, 
SCAG RTP Projection, May 1998 により筆者が作成。 




表3-1：文献23, Chapter Ⅲ, pp.2-5。表中のCDBGはコミュニティ開発包括補助金（Community 
Development Block Grant）、CHFA はカリフォルニア住宅金融機関（California Housing 





注 1) 総事例数は各住宅リストの事例数を加算した。そのため重複分を含む。 
注 2) 文献 4-11。 資料の選定には文献 9を参考にし、ダウンタウンで活動している DCBID、
SRHT、SROHC を加えた。 
注 3) Los Angeles Times, Los Angeles Downtown News, 各 MIH のウェブサイトを参照した。 
注 4) Los Angeles Almanac, Geographic Size & Geographic Coordinates, Places of Los 
Angeles County, 入手先〈http://www.laalmanac.com/geography/ge09.htm〉, (参照
2010-9-14) 
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注 5) 文献 13, p.55 
注 6) 文献 14, p.I-4 
注 7) DCBID のウェブサイト, Downtown Los Angeles Fact Sheet, Downtown Los Angeles 
Housing Units, 4th Quarter 2007, 入手先〈http://www.downtownla.com/〉, (参照
2008-5-15) 




注 9) 文献 16, p.5 
注 10) 文献 18, p.I-2 
注 11) 文献 21, Figure3-1 
注 12) City of Los Angeles, Department of City Planning のウェブサイトを参照, 入手
先〈http://cityplanning.lacity.org/〉, (参照 2007-7) 




注 14) 文献 23, Chapter Ⅲ, p.2 
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表 4-1 調査対象地域のミックスト・インカム住宅（2007 年） 






































1986 583(86) 15% 80% 30年 民間営利




















M7 Santee Court 2004 165(33) 20% 50% 55年 民間営利
CRA ローン





2006 153(31) 20% 50% 55年 民間営利
M11 Hikari 2006 128(26) 免税債 $26,665,712 20% 55年 民間営利
20% 50% 55年 民間営利M12 Glo 2007 201(41)











 調査対象のミックスト・インカム住宅 15 件の内 14 件についてファンドの種類が明らか
になり、その内 8 件については内訳が分かった（表 4-1, 4-2, 4-3）。それによると調査対
象地域におけるミックスト・インカム住宅の主なファンドは低所得者用住宅税額控除(Low 
Income Housing Tax Credit：以下 LIHTC)、免税債、CRA ローンの 3つに分類できる。 
 
（１）低所得者用住宅税額控除（LIHTC） 
低所得者用住宅税額控除は連邦政府によって 1986 年税制改革法(Tax Reform Act)で縮減
された賃貸住宅減価償却の代替として 1989 年までの時限的な制度として導入されたが、そ
の後 1993 年統合予算調整法(Omnibus Budget Reconciliation Act)によって恒常的な制度
へ改編された。低所得者用住宅税額控除は(1)連邦政府の補助を受けない賃貸住宅の新規建
設費用の 70%、(2)連邦政府の補助を受けた賃貸住宅の新規建設費用の 30%又は既存住宅の
取得費用の 30%について、10 年間に渡って税額控除するというものである 21)。税額控除額
を算定するための費用の基準額は財務省(U.S. Department of Treasury)によって毎月現在
価値に修正されるが、単年換算すると(1)は当初費用の約 9%、(2)は約 4%となる。そのため





低所得者用住宅税額控除は内国歳入庁（Internal Revenue Service, IRS）によって管理
され、州の住宅需要に基づき、人口 1 人当たり 1.25 ドル（2001 年から 1.75 ドル）を上限
として毎年の権限が州によって割り当てられる。州は開発業者に低所得者用住宅税額控除
を配分する機関を設立し、この機関に配分の決定権が与えられる（図 4-1 中の（1））。カリ

















































出所：United States General Accounting Office, Tax Credits, Opportunities to Improve Oversight of the 
Low-Income Housing Program, 1997、「表ならびに図の出典」参照 







表 4-2 ミックスト・インカム住宅におけるファンドの内訳 1 
プロジェクト
$30,000,000 $753,500 $1,400,000 $2,550,000 $3,994,764 $2,738,556 $40,036,819
74.9% 1.9%
$53,000,000 $0 $3,000,000 $13,948,732 $69,948,732
75.8% 0.0%
$59,000,000 $3,103,465 $3,000,000 $4,845,267 $69,948,732
84.3% 4.4%
$18,500,000 $0 $4,000,000 $285,420 $0 $2,500,000 $11,152,077 $3,000,000 $39,437,497
46.9% 0.0%






$47,500,000 $2,647,006 $6,252,994 $56,400,000
84.2% 4.7%
$47,500,000 $2,647,006 $6,252,994 $56,400,000
84.2% 4.7%
$47,000,000 $2,181,000 $0 $5,468,000 $1,454,000 $56,103,000
83.8% 3.9%
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免税債は連邦政府によって 1954 年税法（tax code）の一部として確立された 22)。現在カ
リフォルニア州で免税債を割り当てているカリフォルニア州債務制限配分委員会
（California Debt Limit Allocation Committee：以下 CDLAC）は 1984 年税制改革法で免
税債に上限が定められたのを受け、当時の知事によって 1985 年に設立された注 3)。1999 年
まで免税債は割当総額より高い建設需要を反映し競争率が高く、また当時行われていた申
請順による割当システムが非合理的だったため不評であった。当時の州財務長官（State 
Treasurer）Philip Angelides が 2000 年に現在の点数制にシステムを変更し、アフォーダ
ブル住宅とミックスト・インカム住宅の開発を優遇した注4)。2008 年時点で免税債は CDLAC
によって６つのプログラムに利用されており、その内の１つである適格住居賃貸プログラ
ム（Qualified Residential Rental Program）注 5)がミックスト・インカム住宅開発に使わ
れている。免税債は通常より低利率のファンドであり、民間開発業者は民間投資者に債券
(bond)を販売し、購入した投資者は税額控除を受けられる。さらに免税債を割り当てられ




再開発公社（Community Redevelopment Agency of the City of Los Angeles：以下 CRA）
は地域の活性化のために再開発を行い、アフォーダブル住宅の供給に努めてきた。その役
割についてカリフォルニア州コミュニティ再開発法（California Community Redevelopment 
Law）の中で、市の低中所得世帯に安全で清潔なアフォーダブル住宅を供給すること、そし
て CRA の歳入の 20%を低中所得向けアフォーダブル住宅の供給を維持、改善、拡大させるた




 調査対象地域で免税債を利用しているミックスト・インカム住宅は 8 件と最も多く、特
に 2000 年に免税債の割当システムが改善されてからほとんど全てのミックスト・インカム
住宅に免税債が利用されている(表 4-1)。実際には、建設時から利用できる免税債は 2001
年からミックスト・インカム住宅開発に利用されており、2001 年 M10（Lofts at the Security 
Building）にファンドを支給している。表 4-2 から開発費用に占める免税債の割合は建設
時では 46.9%から 100%、表 4-4 から開発費用に占める建設費用の割合は最も低い M7（Santee 
Court）の 45%から最も高い M8（Met Lofts）の 59.2%となっている。さらに表 4-1 の主要な
ファンド額と表 4-4 の建設費用を比較すると、M10 を除く M7、M8、M11（Hikari）、M12（Glo）、




 次に低所得者用住宅税額控除（以下 LIHTC）について、表 4-1 より 9%LIHTC を利用してい
るミックスト・インカム住宅は 2 件しかない。これは 9%LIHTC が免税債と同様に点数制で




Town Homes）、M15（Yankee Hotel）だけが 9%LIHTC を獲得したことが分かった。表 4-3 に
よると、M14, M15 の場合、投資者持分（investor equity）から算定された注10)割当金額が
開発費用の大部分(M14：83.2％、M15：91％)を占めている。また表 4-1 より 4%LIHTC を利
用しているミックスト・インカム住宅は 5 件あった。免税債が割り当てられたすべてのミ
ックスト・インカム住宅は申請すれば無条件で 4%LIHTC を受けられるため、免税債を利用
する多くのミックスト・インカム住宅で 4%LIHTC が使われている。表 3-2 よりミックスト・




設時に 100％であったため、4%LIHTC を利用する必要がなかったものと思われる（表 4-2）。 
CRA ローンについては、1980 年代から 1990 年代にかけて建設されたほとんど全てのミッ
クスト・インカム住宅が利用していたが、2004 年以降ほとんど利用されていないことが分
かる(表 4-1)。これは CRA ローンによる融資金額が免税債に比べて少額であること(表 4-1)、
また CRA ローンが必ずしも低利率であるとは限らないことによると考えられる注11)。そのた
め免税債を利用する方が資金調達の面で有利であり、調査対象地域におけるミックスト・


















表 4-4 ミックスト・インカム住宅における開発費用の内訳 
ファンドの
用途
$9,953,240 $3,000,000 $4,892,500 $3,270,015 $12,000,000 $8,117,500
$126,500 $2,254,677 $500,000 $1,100,000 - $1,943,802
$18,003,295 $41,398,122 $20,277,822 $14,211,439 $32,500,000 $29,917,567
45.0% 59.2% 51.4% 48.0% 57.6% 53.3%
$932,015 $3,182,436 $1,765,000 $1,815,960 $500,000 $1,345,000
$764,629 $6,224,528 $1,264,873 $1,837,373 $825,000 $2,244,558
$3,665,000 $3,090,000 $2,500,000 $1,000,000 $1,692,000 $2,500,000
$725,170 $1,583,336 $2,184,228 $300,370 $4,470,082 $1,730,000
$1,848,472 $2,152,021 $5,449,112 $1,617,000 $356,250 $2,695,000
$4,743,669 $7,063,612 $603,962 $4,476,412 $4,056,668 $5,609,573













































ーダブル住戸比率は 15%、20%、50%、70%以上の 4 つに分類できた。表 4-1 からアフォーダ









位値（Area Median Income：以下 AMI）の 60％の所得の 30％と規定されている。また AMI
の 60％を超える所得のある低所得世帯では世帯の総所得の 30％を超えない水準で定めら
れる。中所得世帯では、住戸により家族人数で調整された AMI の 110％の所得の 30％と













(1)全戸数の内、少なくとも 20%を AMI の 50%以下の世帯に、あるいは 40%を AMI の 60%以下
の世帯に提供しなければならない。 
(2)光熱費を含む家賃を(1)で定めた世帯の所得制限の 30%以内にしなければならない 21)。 
 
アフォーダブル住戸比率が 15%のミックスト・インカム住宅のファンドは CRA ローン単独
利用、または免税債と CRA ローンの併用となっている(表 4-1)。免税債と CRA ローンの適用
条件を比較すると、所得制限は免税債の方が厳しいが、アフォーダブル住戸比率は CRA ロ
ーンの方が厳しい。実際、表 4-1 を見ると、このアフォーダブル住戸比率のミックスト・
インカム住宅は全て CRA ローンの適用条件に従っていることが分かる。 
アフォーダブル住戸比率が 20%のミックスト・インカム住宅のファンドは主に免税債と









アフォーダブル住戸比率が 50%のミックスト・インカム住宅は CRA ローンを利用し、適用
条件が 15%であることを考慮すると特にアフォーダブル住戸比率が高い。CRA にその理由を
聞いたが彼らにも理由は分からなかった注16)。 
 アフォーダブル住戸比率が 70%以上のミックスト・インカム住宅は主に 9%LIHTC から資金
を得ている(表 4-1)。M14, M15 は他と異なり市場価格住戸が少ないミックスト・インカム
住宅である。そのため M14 の所得制限は 35%、50%の AMI であり、他のミックスト・インカ
ム住宅に比べて低い所得層を対象としていることが分かった。 
ミックスト・インカム住宅における所得制限別アフォーダブル住戸数は CRA の基準によ
ると超低所得向けが 46.8%、低所得向けが 47.3%でほぼ同数となった (表 4-5)。しかしミッ
クスト・インカム住宅のファンドが CRA ローンから免税債に転換するに伴い、所得制限が
低所得向け（51-80AMI）から超低所得向け（31-50％AMI）のアフォーダブル住戸へと移行
していることが分かった注17) (表 4-1,4-5)。31～50％AMI は超低所得層注18)を指すが、ミッ
クスト・インカム住宅の入居者は単に所得の低い人々を対象にしており、ホームレス等の
社会的弱者を対象にしている NPO によるアフォーダブル住宅の入居者とは明らかに異なっ
ている。そのため近年の家賃上昇に伴い、31～50％AMI の超低所得層の内 NPO のアフォーダ
ブル住宅には入居しない人々の家賃負担が極端に増加しており、市はミックスト・インカ
ム住宅がこの所得層をサポートすることを期待している注19)。 
調査対象地域には SRHT、SROHC 等の NPO によって建設されたアフォーダブル住宅が数多
くある（図 4-2）。これらの入居条件は物件毎に異なるが、地域所得中位値（Area Median 







表 4-5 ミックスト・インカム住宅における所得制限別アフォーダブル住戸数 
超低所得 低所得 中所得
31-50%AMI 51-80%AMI 81-120%AMI
Promenade Towers Apartments 1986 86
Grand Tower Apartments 1988 56
The Met 1989 42
Renaissance Tower Apartments 1994 19 10
Grand Central Square Apartments 1995 25 12 24
Meera Town Homes 2002 16
The Gas Company Lofts 2004 26 27
Santee Court 2004 33
Met Lofts 2005 53
Lofts at the Security Building 2006 31
Hikari 2006 26
Glo 2007 41
Belmont Station Apartments 2008 54
合計 272 275 34



























1995 年以前は 20 年から 45 年の所得及び家賃制限の期限が設定されていたのに対し、2004
年以降は全て 55 年となっている(表 4-1)。現在 CRA ローンの場合最低期限が 30 年と設定さ
れているが、CRA は一般的に 55 年を要求すると定めている注21）。また免税債の場合、期限は
































ンドが CRA ローンから免税債と 4%LIHTC への転換に伴ってアフォーダブル住戸比率と所
得制限の主流はそれぞれ 15%から 20%へ、低所得層、中所得層から超低所得層へ移行した。 









































表 4-1：文献 1-8 から筆者が作成。住戸数は文献 9 を参照。ファンド、AH 住戸比率、対象
AMI（地域所得中位値）、契約期限、開発業者については文献 9-19 を参照した。開発業者
については各 MIH のウェブサイトも参照した。M13 は 2008 年 8 月に完成、M14 は調査対
象地域外であるがとても近い場所に位置しているため調査対象に含めた。主要なファン
ド額は長期(Permanent)の金額を使用した。 
表 4-2：文献 10-15 から筆者が作成。 
表 4-3：文献 16-17 から筆者が作成。表中の HTF はロサンゼルス市のアフォーダブル住宅信
託基金(Affordable Housing Trust Fund)と思われる。FHLB-AHP は政府支援期間である連
邦住宅貸付銀行(Federal Home Loan Banks)のアフォーダブル住宅プログラム(Affordable 
Housing Program)を意味する。 
表 4-4：文献 10-15 から筆者が作成。 
表 4-5：文献 9, 10, 15, 17-19 から筆者が作成。M9, M15 の内訳は不明。Santee Court の
所得制限の食い違いに対して CRA から適切な回答は得られなかったが、本表ではデータ
の新しさを考慮し CRA のデータを使用した。 
図 4-1：文献 20 から筆者が作成。 





注 2) William J. Pavao, Executive Director: A Description of California Tax Credit 
Allocation Committee Programs, CTCAC, pp.1-2 
注 3) CDLAC のウェブサイト、Historic Perspective、入手先
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〈http://www.treasurer.ca.gov/cdlac/〉, (参照 2008-6) 
注 4) 文献 23, pp.7-8 
注 5) CDLAC のウェブサイトによると免税債は現在 6 つのプログラムに利用されている。
Qualified Residential Rental Program は the General Pool, Mixed Income Pool, Rural 
project Pool の３つの範疇に分けられている。 
注 6) 文献 22, p.22 
注 7) 2008.7.24, Dave Neubecker, CRA Assistant Project Manager, Downtown Region の
電子メールによる。CRA の役割は文献 24, pp.3, 6, 11, 29、CRA による再開発の仕組み
は文献 25, pp.245-262 を参照。 
注 8) 文献 26, pp.21-30、文献 27, pp.28-34、注 5参照。 
注 9) 文献 28 によると 9%LIHTC が割り当てられる可能性は約 25%である。 
注 10) 文献 16, p.3, 文献 17, p.3 
注 11) 2008.7.24, Dave Neubecker, CRA の電子メールによる。 
注 12) 超低所得:very low-income, 低所得:low-income, 中所得: moderate-income 
注 13) 文献 24, pp.4, 13, また文献 24, pp.7-8 によると超低所得とは 31-50%の AMI（地
域所得中位値）、低所得とは 51-80%の AMI、中所得とは 81-120%の AMI と定められている。 
注 14) 文献 27, p.26 
注 15) 文献 11, p.4 
注 16) 2008.7.25, Dave Neubecker, CRA の電子メールによる。 
注 17) CRA, 2007 Occupancy Income Limits, Revised 2007.4.20 によると 2007 年時点の 2
人家族の場合、超低所得とは世帯の年収が$17,751 から$29,600、低所得とは世帯の年収
が$29,601 から$47,350 を指す。 
注 18) 注 12 参照。 




注 20) ロサンゼルス市の NPO の１つである SRHT のウェブサイトを参照、入手先
〈http://www.skidrow.org/〉, (参照 2010-4) 
注 21) 文献 24, p.14 
注 22) 文献 27, p.26 
注 23) 文献 27, p.29 
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 カリフォルニア州では 1978 年 6 月 6日、固定資産税の大幅減税と増税の規制に関する憲
法修正を求める住民発案、提案 13 号(Proposition 13) が住民投票により成立した。これ
により土地・建物の評価額は 1975 年 3 月 1日の評価額を基準として、毎年の上昇率を 2 ％
かつ消費者物価上昇率の範囲内とすること、そして 1975 年 3 月 1 日以降、所有者の変更、














関係、床面積との関係を表 5-3、表 5-4 の散布図にて表した。 
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表 5-1 ミックスト・インカム住宅の建物評価額（1999 年以降） 







M6 The GasCompany Lofts 2004 251(53) 02/10/2005 $16,150,000 225,830 $71.51 $64,343
M7 Santee Court 2004 165(33) 07/18/2005 $13,466,560 199,879 $67.37 $81,616
M8 Met Lofts 2005 264(53) 06/28/2005 $40,542,347 269,786 $150.28 $153,569





2006 153(31) 06/25/2002 $9,126,412 214,867 $42.47 $59,650
M11 Hikari 2006 128(26) 12/17/2003 $21,800,660 124,800 $174.68 $170,318
10/19/2004 $19,507,800 134,666 $144.86 $180,628
10/19/2004 $24,001,109 115,301 $208.16 $258,076
M14 Meera TownHomes 2002 21(16) 01/06/1999 $2,956,245 27,816 $106.28 $140,774















表 5-2 市場価格住宅の建物評価額（1999 年以降） 






1 San FernandoBuilding 2000 70(0) 12/29/1999 $2,190,974 131,161 $16.70 $31,300
2 HellmanBuilding 2000 104(0) 01/07/2000 $554,693 92,028 $6.03 $5,334
3 ContinentalBuilding 2001 56(0) 12/29/1999 $1,808,770 77,032 $23.48 $32,299
4 Spring TowerLofts 2001 38(0) 03/21/2000 $1,165,472 121,274 $9.61 $30,670
5 The Orsini(Phase I) 2003 296(0) 01/29/2001 $48,815,568 358,305 $136.24 $164,917
6 Orpheum Lofts 2003 37(0) 02/01/2002 $4,864,464 98,096 $49.59 $131,472
7 Pegasus 2003 322(0) 08/05/2002 $34,440,000 483,140 $71.28 $106,957
8 City Lights onFig 2004 100(0) 09/02/1999 $14,323,637 92,849 $154.27 $143,236
9 South ParkLofts 2004 56(0) 08/09/2002 $4,109,533 58,686 $70.03 $73,385
10 City Lofts 2004 36(0) 09/24/2003 $2,783,630 45,396 $61.32 $77,323
11 Santa Fe Lofts 2005 135(0) 05/23/2003 $9,845,480 213,560 $46.10 $72,929
12 Pacific ElectricLofts 2005 314(0) 01/16/2004 $14,040,529 388,144 $36.17 $44,715
13 Reserve Lofts 2005 79(0) 02/09/2004 $29,658,280 126,769 $233.96 $375,421
14 1043 SouthGrand 2005 9(0) 01/03/2006 $23,400 7,500 $3.12 $2,600
15 Packard Lofts 2006 116(0) 10/28/2003 $568,679 156,890 $3.62 $4,902
16 Mandel Lofts 2007 55(0) 03/04/2003 $7,951,338 147,916 $53.76 $144,570
17 Main MercantileBuilding 2007 36(0) 03/11/2003 $3,505,874 76,045 $46.10 $97,385
18 Milano Lofts 2007 94(0) 04/01/2005 $14,198,360 131,433 $108.03 $151,046
19 Title GuaranteeBuilding 2007 74(0) 10/14/2005 $5,004,324 111,113 $45.04 $67,626















0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000
MIH
MRH
MIH：ミックスト・インカム住宅               ,MRH：市場価格住宅 
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
 



















 表 5-1, 5-2 によるといずれの場合もミックスト・インカム住宅の建物評価額の平均値の
方が高いことが分かった。表 5-3 は単位床面積当りの建物評価額と床面積との関係、表 5-4
は単位住戸当りの建物評価額と総住戸数との関係を表すが、これらの表によって更に詳細
に見てみる。表 5-3 からミックスト・インカム住宅の床面積は大まかに 100,000 平方フィ
ート前後と 200,000 平方フィート前後、市場価格住宅は大まかに 100,000 平方フィート前
後と 400,000 平方フィート前後のそれぞれ２つにグルーピングができた。そして単位床面
積当たりの建物評価額は 100,000 平方フィート前後の市場価格住宅が４つのグループの中
で最も低く、200,000 平方フィート前後のミックスト・インカム住宅と 400,000 平方フィー
ト前後の市場価格住宅が中程度、100,000 平方フィート前後のミックスト・インカム住宅が
４つのグループの中で最も高いことが読み取れた。また表 5-4 からミックスト・インカム
住宅の総住戸数は大まかに 100 戸前後と 200 戸前後の２つにグルーピングできた。また市










































 筆者は 2008 年 6 月 24 日～7 月 2 日、2009 年 7 月 9 日～23 日の 2 回、現地を訪問し、ミ
ックスト・インカム住宅 15 件の現地調査とマネージャーからの聞き取り調査を行った。全





















































































































































































表 5-1,5-2：文献 1-8 から筆者が作成。記録日 (recording date), 建物評価額 (improvement 
assessed value), 建物の床面積 (square footage) は文献 9を参照。M6 は床面積が不明だ
ったため、文献 1 を参照した。表 5-1, 5-2 では記録日が 1999 年以降の建物評価額を比較
した。 
表 5-3, 5-4：表 5-1、5-2 より作成。 




注 1) U.S. Census Bureau: Section 8 State and Local government Finances and Employment, 
Statistical Abstract of the United States, 2002, p.290, Table434 Residential 
Property Tax Rates for Largest City in Each State: 2000 は評価額が市場価値の 100%
であることを示す。 
注 2)文献 10, pp.52-59 
注 3) 文献 11, pp.7-9、1978 年前後の土地・建物評価額は再評価の時期によって不公平が
生まれるが、換言すると本論文のように近年再評価された評価額は市場価値との差が小
さい。 
注 4)文献 12, Ⅲ 土地利用規制, pp.463-465。この中で渡辺卓美は不動産価格の形成過程
を示し、どのように開発利益が生まれるかを説明している。 
注 5)文献 13-18 参照。 
 
参考文献 
1) DCBID: Greater Downtown Los Angeles Existing Rental Properties, 
130 
  4th Quarter 2007 
2) LAHD: Affordable Housing Roaster, 2007.10.25 
3) HUD Website, Low-Rent Apartment Search, 入手先
〈http://www.hud.gov/apps/section8/〉, (参照 2008-3) 
4) CTCAC: All Los Angeles County Projects Awarded Credit 1987-2006 
5) CDLAC Website, Prior Program Years Allocation Activities, 入手先 
  〈http://www.treasurer.ca.gov/cdlac/prior.asp〉, (参照 2008-6) 
6) CRA: Affordable Housing Roaster, Revised 2008.4 
7) SRHT Website, Map of Properties, 入手先
〈http://www.skidrow.org/map_of_properties.html〉, (参照 2008-3) 
8) SROHC Website, Housing Sites, 入手先
〈http://www.srohousing.org/housing_sites.asp〉, (参照 2008-3) 
9) Los Angeles County Assessor’s Website, Property Assessment Information System, 
2007 Assessment Roll, 入手先〈http://www.assessor.lacounty.gov〉, (参照 2008-3) 
10) 2002 年米国財産税調査グループ:カリフォルニア州財産税提案 13号のその後(1), 季刊
不動産研究, 財団法人日本不動産研究所, 2003.1 
11) 宇田川璋仁: 米国カリフォルニア州の固定資産税－｢タックス・レヴォルト｣（プロポ
ジション 13）以後の問題点―, エコノミア第 70 号, 横浜国立大学経済学会, 1981.3 
12) 渡辺卓美：Ⅲ 土地利用規制, 現代の都市法 ドイツ・フランス・イギリス・アメリカ, 
東京大学出版会, pp.460-484, 1993 
13) CDLAC: Executive Summary, Request For A Qualified Private Activity Bond Allocation 
For A Qualified Residential Rental Project, December 17, 2003  
14) CDLAC: Staff Review of A Request For A Qualified Private Activity Bond Allocation 
For A Qualified Residential Rental Project, September 24, 2003  
15) CDLAC: Executive Summary, Request For A Qualified Private Activity Bond Allocation 
131 
For A Qualified Residential Rental Project, December 13, 2006 
16) CDLAC: Staff Review of A Request For A Qualified Private Activity Bond Allocation 
For A Qualified Residential Rental Project, June 24, 2002 
17) CDLAC: Executive Summary, Request For A Qualified Private Activity Bond Allocation 
For A Qualified Residential Rental Project, September 20, 2006 
18) CDLAC: Executive Summary, Request For A Qualified Private Activity Bond Allocation 
For A Qualified Residential Rental Project, December 15, 2004 





















































 5-2-1  階数への影響 
 5-2-2  基準階平面型への影響 
5-2-3  界壁への影響 
 














 アメリカでは 1980 年代に連邦政府が公共住宅の新規建設や大規模修復のための補助金を

















計画により再開発計画地域ごとに制限されている。CRA は 1948 年にロサンゼルス市によっ
て設立された公的機関であり、地域の活性化のために再開発を行い、アフォーダブル住宅
の供給に努めてきた。セントラル・シティにおける CRA の再開発計画地域は 7 つあり、本
論文に関連する再開発計画地域はバンカー・ヒル(Bunker Hill)、セントラル・ビジネス地








トは CRA の再開発計画地域には含まれていない注4)。 




(State Density Bonus Law)に加え、ロサンゼルス市ではアフォーダブル住宅のインセンテ
ィブとして規定の住戸数に対し 25％の割増を認めるアフォーダブル住宅インセンティブ・
プログラム(Affordable Housing Incentive Program, 1995 年採択)があり、更に鉄道の駅
や主要なバス停等に隣接している場合、規定の住戸数に対し 35％の割増まで認める 35%密
度ボーナス条例(35% Density Bonus Ordinance, 2003 年採択)が追加された注5)。 






































































































































































































































































































率の関係を考察した。各事例は表 6-1 の通り MN1～8 により表記する。それによるとセント
ラル・シティにおける市の都市計画では建物の高さが制限されていなかった。また CRA 再
開発計画ではリトル・トーキョー再開発計画により MN6（Hikari）の階数は 30 階以下と定
められていた。セントラル・シティ・ウエストでは特定計画により建物の高さ制限が海抜
1,218 フィート（371ｍ）であった。ちなみに地盤レベルは MN7（Glo）が 410 フィート（125
138 
ｍ）、MN8（Belmont Station Apartments）が 337 フィート（103ｍ）となっており、調査対
象地域では建物の高さが都市計画の制約を受けることは無かった。 
表 6-1 によると完成年が 1994 年以前と 2005 年以降では階数が大きく変化していること
が分かった。1994 年以前に竣工した新築事例では MN1（Promenade Towers Apartments）、
MN2（Grand Tower Apartments）の建設当時の都市計画による法定容積率はいずれも 1300％
であった注 8)。この 2 事例には住戸密度を割増できる密度ボーナスが適用され、容積率の割
増はないもののそれぞれ 19 階建て、27 階建てとなっている。これらの事例は法定容積率を
考慮すると 13 階程度の階数による計画も可能であったと思われるが、実際は建物の階数を
増やし、建物は中高層化されたことが分かった。ロサンゼルス市のダウンタウン・デザイ
ン・ガイドライン 19)において階数は、6 階までは低層(Low-rise)、7 階～20 階までは中層
(Mid-rise)、21 階以上は高層(High-rise)と定義されている。また MN4（Renaissance Tower 
Apartments）の法定容積率は CRA 再開発計画による 600％であった。そしてこの事例も密度
ボーナスが適用され、16 階建てとなっており、同様に建物が中層化された。容積率の割増
は MN3（The Met）において見られた。MN3 は法定容積率 600％に対し、容積率 626％、14
階建てであった。この場合、容積率の割増が 26％しかなく、階数増加の影響を見るには割
増が小さすぎるが、法定容積率を考慮すると MN4 と同様に建物が中層化されたことが分か
った。その結果 1994 年以前のミックスト・インカム住宅は中高層化したことが分かった。 
しかし 2005 年以降に竣工した新築事例の建物は低中層化したことが分かった。表 5-1 に
よると 2005 年以降に竣工した新築事例は MN5（Met Lofts）、MN6、MN7、MN8 の 4 件あった。
MN5 と MN6 はセントラル・シティに位置し、法定容積率はいずれも 600％であった。そして
いずれの事例も密度ボーナスが適用され、それぞれ 7階建て、5階建てであった。また MN7
と MN8 はセントラル・シティ・ウエストに位置し、法定容積率はそれぞれ 600％と 750％で
あった。そして密度ボーナスが適用され、それぞれ 6 階建てと 5 階建てであった。一般的
に民間営利開発業者の場合、計画建物の収益性を高めるために床面積をできるだけ大きく





















以前は板状型が 3 件あり、囲み型は 1 件しかなかったが、2005 年以降、囲み型が 4 件全て
に使われたことが分かった（表 6-1, 表 6-2）。現地調査によりこれらの囲み型事例は明ら
かに板状型事例より建蔽率が高く、密度ボーナスによって住戸密度が緩和されたミックス










































































廊下型注9)へと変化していることが分かった（図 6-1）。一方、容積率の割増がある MN3 は容
積率 626％に対して 14 階建てとなっており、中廊下型の建物が中層化した事例である。基
準階平面図によって MN3 を、階数を低く抑え効率よく住戸を配置した MN5, MN6 と比較する


















































































表 6-1：文献 1-8 から筆者が作成。全住戸数とその内訳は文献 9 を参照。敷地面積は Los 
Angeles County, Office of the Assessor, Property Maps and Data 参 照 、
〈http://assessor.lacounty.gov/〉(参照 2008-3)。延床面積はロサンゼルス市建築安全
部(City of Los Angeles Department of Building and Safety)発行の建築許可申請書
(Application for Building Permit)を参照。法定容積率、住戸密度は ZIMAS (Zoning 
Information and Map Access System), 入手先〈http://zimas.lacity.org/〉(参照 2008-3) 
と文献 10 から割り出した。併せて特定計画は文献 11、CRA 再開発計画は文献 12-15 を参
照した。各事例の住棟平面型、基準階平面図、住戸平面図は 2008 年 6 月 24 日～7月 2日、
2009 年 7 月 9日～23 日に行った 2回の現地調査により入手し、各事例のウェブサイトに
より補完した。MN8 は 2007 年時点では建設中だったが前稿と同様に調査対象に含めた。 
表 6-2：基準階平面図から筆者が作成。 
図 6-1：基準階平面図は 2回の現地調査と各事例のウェブサイトから入手した。階数、容積
率、基準階住戸数は表 6-1 を参照した。 
図 6-2：文献 1-8 から筆者が作成。写真は MN5 を除き筆者が現地調査時に撮影した。MN5 は
事例のウェブページから入手した。図中番号は表 6-1 の番号に対応する。 
 
注 
注 1) 文献 16 によると制定当初のセクション 8 は低所得者向け住宅の供給を促進するため
に新規建設、住宅修復、家賃補助を含む総合的な施策であったが、1980 年代のレーガン
政権時に家賃補助中心の政策に転換された。 
注 2) 市のゾーニングについては ZIMAS (Zoning Information and Map Access System) 参
照した。入手先〈http://zimas.lacity.org/〉(参照 2008-3) 
注 3) CRA のウェブサイト参照, 入手先
147 
〈http://www.crala.org/internet-site/Projects/index.cfm〉, (参照 2008-3)、本論文
に関連する再開発計画は文献 12-15 を参照。 
注 4) CRA のウェブサイト参照, 入手先
〈http://www.crala.org/internet-site/Projects/index.cfm〉, (参照 2008-3) 
注 5) ロサンゼルス市のウェブページ, City of Los Angeles, Office of the Mayor, All 





注 6) 文献 13, pp.24-26 
注 7) 図１参照。 
注 8) 文献 18 によると 1989 年に市のゾーニングが大きく変わった。竣工年から MN1、MN2
は 1989 年以前のゾーニングに従ったと思われる。 
注 9) 回廊状の中廊下型を表 6-1 では回廊型とした。 
注 10) City of Los Angeles: 2008 LA Amendment for Building Code, p.169, 入手先
〈http://www.ladbs.org/permits/codes.htm〉, (参照 2009-9-21)  
注 11) MN5 について Abhijeet D. Mankar, Johnson Fain Architects の 2009.7.23 電子メ




1) DCBID: Greater Downtown Los Angeles Existing Rental Properties, 4th Quarter 2007 
2) LAHD: Affordable Housing Roaster, 2007.10.25 
3) HUD Website, Low-Rent Apartment Search, 入手先
148 
〈http://www.hud.gov/apps/section8/〉, (参照 2008-3-18) 
4) CTCAC: All Los Angeles County Projects Awarded Credit 1987-2006 
5) CDLAC Website, Prior Program Years Allocation Activities, 入手先 
  〈http://www.treasurer.ca.gov/cdlac/prior.asp〉, (参照 2008-6-6) 
6) CRA: Affordable Housing Roaster, Revised 2008.4 
7) SRHT Website, Map of Properties, 入手先
〈http://www.skidrow.org/map_of_properties.html〉, (参照 2008-3-18) 
8) SROHC Website, Housing Sites, 入手先
〈http://www.srohousing.org/housing_sites.asp〉, (参照 2008-3-18) 
9) Los Angeles Downtown News: The List, Largest Residential Buildings Ranked by number 
of units, Feb 23, 2009, Feb 25, 2008, Feb 27, 2006 
10) City of Los Angeles: An ordinance amending Section 12.04 of the Los Angeles 
Municipal Code by amending the zoning map, Ordinance No. 164307, Effective 1989.1.30 
11) City of Los Angeles: Central City West Specific Plan, A part of the General Plan, 
Ordinance No.166,703, Effective April 3, 1991, Amended by Ordinance No.176,519, 
Effective April 19, 2005, 入手先
〈http://cityplanning.lacity.org/complan/specplan/pdf/CCWest0709.pdf〉, (参照
2008-2-2) 
12) CRA: Amended Redevelopment Plan Bunker Hill Urban Renewal Project, Approved by 
Los Angeles City Council, Oct 30, 1967, 入手先
〈http://www.crala.org/internet-site/Projects/Bunker_Hill/upload/bhredevelopme
ntplan.pdf〉, (参照 2009-10-12) 
13) CRA: Redevelopment Plan for Central Business District Redevelopment Project, 
Adopted by Los Angeles City Council, Jul 18, 1975, by Ordinance No.147480, 入手
先 〈 http://www.crala.org/internet-site/Projects/CBD/upload/cbd.pdf 〉 , ( 参 照
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2009-10-12) 
14) CRA: Redevelopment Plan for City Center Redevelopment Project, Adopted: May 15, 
2002, Ordinance No.174593, 入手先  
〈http://www.crala.org/internet-site/Projects/City_Center/upload/citycenter.pd
f〉, (参照 2009-10-12) 
15) CRA: The Redevelopment Plan, Little Tokyo Redevelopment Project (Calif. A-3-5), 
Adopted by City Council, Feb 24, 1970, Ordinance No.140069, 入手先   
〈http://www.crala.org/internet-site/Projects/Little_Tokyo/upload/littletokyor
edevelopmentplan.pdf〉, (参照 2009-10-12) 
16) 岡田徹太郎：アメリカ住宅政策における政府関与の間接化とその帰結, The Institute 
of Economic Research, Working Paper Series, No.37, 香川大学, 2001 
17) ウィリアム・フルトン著、花木啓祐、藤井康幸訳:カリフォルニアのまちづくり, 技報
堂出版, 1994.5 
18) City of Los Angeles: An ordinance amending Section 12.04 of the Los Angeles 
Municipal Code by amending the zoning map, Ordinance No. 164307, Effective 1989.1.30 
19) City of Los Angeles, Department of City Planning: Downtown Design Guide, Adopted 





































































日本では 2005 年に人口が初めて減少に転じ、2016 年には世帯数も減少に転じると予測さ





2000 年の日印グローバルパートナーシップの締結により、インド人 IT 技術者の入国条件の
緩和が行われ、インド人 IT 技術者の移民が増加した 2)。第 1 章、表 1-1 において日本にお
ける外国人の割合は、1995 年に 1.1％、2007 年に 1.7％と、増加率は 12 年で約 1.5 倍だっ
たが、今後も移民の数は増えていくと考えられる。 
 実際、日本における移民の数に関して稲葉佳子他 3)によると、日本の外国人登録者は 2008
年末で 221 万人を超え、その 80％は 1980 年代以降に来日したニューカマーと呼ばれる外国
人で、在留資格を有する人は全体の 65.5％に上っている。また外国人の定住化、すなわち
移民が増加するにつれ、民間賃貸住宅以外に、公営住宅や都市再生機構の賃貸住宅（UR 賃
貸住宅）に住む外国人が増えている。公営住宅に住む外国人は、1995 年 12,379 世帯から






おける全国の住宅総数 5,760 万戸の内、公営住宅は 218.4 万戸あり、その割合は 4％にも満
たない 4)。国土交通省資料 5)によると 2006 年度の全国の公営住宅の募集戸数約 97,000 戸に
対し約 93 万人が応募、その応募倍率は約 9.6 倍で、特に東京都では応募倍率が 34.3 倍と
高倍率であった。また入居待ちは全国で 83 万人を超え、公営住宅に入居することは極めて
難しいことが分かる。そのため年収 200 万円以下の低所得者（2009 年平均年間給与 406 万
円の 50％以下）が 2005 年の 981 万人から 2009 年の 1,099 万人に増加している 6)にも関わ
らず、437 万世帯にものぼる年収 200 万円以下の低所得者世帯の内、公営住宅に入居してい



















































4) 国土交通省住宅局他編集： A Quick Look at Housing in Japan, 日本建築センター, 2009
年 11 月版 
5) 国土交通省：住宅セーフティネットの現状と課題、第３回都市再生・住宅セーフティネ
ットのあり方検討会、2008.12 
6) 国税庁：平成 21 年分民間給与実態統計調査－調査結果報告－、国税庁長官官房企画課、
2010.9 
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